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研究成果の概要（和文）：研究期間中に完成した3本の論文は査読付き国際学術雑誌に掲載された。1本目の論文
では、労働供給（労働時間）の選択を明示的にモデルに組み込むことで、理論モデルによる日本の労働市場の再
現性を高めることに貢献した。2本目では、日本の労働市場をモデルから再現した上で、財政刺激対策が失業率
や人手不足の程度を示す求人充足率に与える影響を数量的に評価した。3本目の論文として、分析手法に関する
研究成果であり、査読付き国際学術雑誌に掲載された。

研究成果の概要（英文）：We succeeded in publishing three papers in international academic journals. 
First, "Employment and Hours over the Business Cycles in a Model with Search Frictions" has been 
published in Review of Economic Dynamics. We explicitly incorporate choices of working hours into 
the model with search frictions, and quantitatively analyzes the Japanese labor market. Secondly, "
Fiscal Stimulus and Unemployment Dynamics" has been published in The B. E. Journal of 
Macroeconomics. It shows the effects of fiscal stimulus packages on unemployment and vacancy rates. 
Finally, "Identifying the source of model misspecification" has been published in Journal of 
Monetary Economics. This paper provides explanations about analytical methodologies. 

研究分野：労働経済学

キーワード： サーチ・マッチング・モデル　確率的動学一般均衡モデル　カリブレーション　シミュレーション　成
長戦略　働き方改革
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研究成果の学術的意義や社会的意義
少子高齢化が進む日本の労働市場で効率的に労働者（時間）を配分することは喫緊の課題であるが、それを解決
するために必要な労働市場政策の効果を数量的に評価、予想する研究はデータの制約上数少ない。本研究の成果
は、サーチ=マッチグ・モデルをもとに失業を内生的に取り入れた動学的モデルを構築することで、労働市場の
実態に合ったパラメータを特定することが可能となり、財政刺激策のような政策の効果を評価することができる
ようになった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本の雇用状況は 2010 年以降確実に改善してきており、直近の労働力調査（総務省）による

と完全失業率は 3.5％（2014 年 8 月）、有効求人倍率は 1.1 倍になっている。失業率の低下は歓

迎すべきことであるが、労働市場の実態を精査すると解決すべき問題がまだ多いことが分かる。

最大の問題は、「雇用のミスマッチ」と「長期失業」である。低い労働の流動性のため景気が回

復しても労働者の確保が追いつかない業種が発生するのもミスマッチの結果である。人手不足

の業種では、既存の労働者の「長時間労働」が大きな問題となっている。 

雇用のミスマッチは、就職難や失業率の構造的な原因として注目されてきた。例えば、東日

本大震災の被災地における失業と人手不足の共存、2020 年東京オリンピックのインフラ設備の

ため首都圏の建設業における人手不足の発生がある一方、事務職では過剰雇用が長期間続いて

いる。つまり、業種間で労働者の分配がうまく機能していないのである。 

長期失業は、日本でも政策的に重要な問題となってきた。2013 年 6月に発表された成長戦略

では、6 ヶ月以上失業状態にいる長期失業者数を今後 5 年間で 2 割減らす数値目標が掲げられ

た。失業の長期化は収入の減少による貧困化の増加をもたらすだけではなく、これまで蓄積さ

れた技能の劣化により生産性を低下させてしまう。生産性が低下すると就業機会が非正規や低

賃金の仕事に限られてしまう可能性が高い。 

 経済状況が改善しているなか、企業は新規に求職者の募集をしても、技能が低下した長期失

業者の増加や雇用のミスマッチによって労働者を採用できない企業が増えている。その結果、

増加する需要に対応するために既存の雇用者に長時間働いてもらうことを企業は選択すること

になる。しかし、月 80時間以上の時間外労働という長時間労働には健康リスク上昇という問題

がある。 

 
２．研究の目的 
本研究では、サーチ理論やサーチ=マッチング・モデルを用いて、これらの問題を解決するた

めの政策手段の有効性を分析する。伝統的な市場均衡の枠組みでは、雇用のミスマッチ問題を

十分に分析できないからである。ミスマッチ失業を分析に適したサーチ＝マッチング・モデル

を利用する。具体的には、労働市場において求職者と求人企業が出会いにくい状況を描写する

「摩擦」をモデルに導入することによって、これまでの伝統的な労働供給・需要分析とは違い、

均衡状態でも内生的に失業を発生させることに成功した。均衡理論を用いることが主流となっ

たマクロ経済学の大きな課題は、現実の失業率変動をうまく説明することができなかったこと

であった。しかし、サーチ=マッチング・モデルの枠組みから、最近のマクロ経済学において重

要はトピックの１つである雇用創出・喪失の変動と景気変動との相関関係を探ることを可能に

し た 。 (Mortensen and Pissarides 1994, Shimer 2005 2010, Cheremukhin and 

Restrepo-Echavarria 2014) 

本研究は、モデルの構築、そしてデータとの適合性の検討だけに留まらない。構築したモデ

ルをもとに重要な労働政策に対する数量的評価を行う。具体的に取り上げる政策は、(1)労働時

間規制（ホワイトカラー・エグゼンプション）、(2)労働移動支援助成金、(3)雇用調整助成金、

(4)解雇規制の緩和である。(2)と(4)の政策は労働の流動性を高めるのが目的で、雇用のミスマ

ッチを削減することが期待される。(3)の政策は失業率の上昇を止める役割を果たす。(1)は無

駄な残業時間が減り、労働時間が短くなることが期待される。 

また、上記の政策効果はモデルに異質性を導入することで異なると考えられる。本研究では、

同質の労働者だけを考慮したベンチマーク・モデルに(1)正規と非正規、(2)男性と女性、(3)

若年と高齢者と異質性を導入して、各対象者に対する政策効果を検証する。 



 
３．研究の方法 
研究方法として、本研究は 3段階に分けられる。第 1段階では、「雇用のミスマッチ」、「長期失

業」、「長時間労働」を明示的に導入したサーチ＝マッチング・モデル（サーチ・フリクション

を導入した動学確率一般均衡モデル）を構築する。第 2段階では、「労働力調査」（総務省）や

「雇用動向調査」（厚生労働省）の集計データと照らし合わせて、現実の経済社会を描写するモ

デルに修正する。そのために、カリブレーションやベイズ推計の学術的手法を用いてパラメー

タを推定する。第 3段階では、第１段階目で構築されたモデルと第 2段階で推定されたパラメ

ータをもとに労働政策（解雇規制、雇用調整助成金、労働移動支援助成金、労働時間規制）が

懸案の問題（雇用のミスマッチ、長期失業、長期労働時間）に与える影響を数量的に評価する。 

 
４．研究成果 

研究期間中に完成した論文は査読付き国際学術雑誌に掲載された。"Employment and Hours 

over the Business Cycles in a Model with Search Frictions" (Review of Economic Dynamics)

は労働供給（労働時間）の選択を明示的にモデルに組み込むことで、理論モデルによる日本の

労働市場の再現性を高めることに貢献した。そして、日本の労働市場をモデルから再現した上

で、"Fiscal Stimulus and Unemployment Dynamics" (The B. E. Journal of Macroeconomics)

では財政刺激対策が失業率や人手不足の程度を示す求人充足率に与える影響を数量的に評価し

た。その他にも分析手法に関する研究成果が "Identifying the source of model 

misspecification"というタイトルで査読付き国際学術雑誌（Journal of Monetary Economics)

に掲載された。 まだ国際学術雑誌に掲載されていないが、研究期間中に Discussion Paper (Up 

(and Down) Skilling and Directed Technical Change）を上梓し、今後、国際学術雑誌に投稿

する予定である。これらの研究成果は研究期間中、様々な国際・国内の学会で報告し、多くの

研究者と交流した。 
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